
   足立区バリアフリー環境整備促進事業における移動システム等整備費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、足立区バリアフリー環境整備促進事業における移動システム等整備費

補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、足立区補助金等交付事務規則（昭和５

０年足立区規則第６号。以下「規則」という。）に定めるほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律（平成１８年法律第９１号。以下「法」という。）において使用する用語の例に

よる。 

 （交付目的） 

第３条 補助金は、足立区において策定する法第２５条に定める移動等円滑化に係る事業の

重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（同条第１０項の規定により準用する法第

２４条の２第７項の規定により所管行政庁に送付されたものに限る。）に定める地域にお

いて、次に掲げる施設について、移動等円滑化のために必要な措置を講ずることを促進す

ることを目的として交付する。 

（１）事業者等が建築する建築物特定施設 

（２）事業者等が改修する特別特定建築物 

（３）事業者等が改修する高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例

（平成１５年東京都条例第１５５号）第３条に規定する施設（同条例第３条第２号に

規定する共同住宅を除く。） 

 （補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、社会資本整

備総合交付金交付要綱（平成２２年３月２６日付国官会第２３１７号）に基づき、区内に

おける前条の地域において、事業者等が行う同要綱附属第Ⅱ編第１章イ－１６－（６）５

交付対象事業の二のロ及び四のロに掲げる事業とする。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業の実施に要する経費（工事請負費、委託料その他区長が適当と認める経費とし、事業者

等が国若しくは地方公共団体又はこれらに準じる公的機関から類似する補助金の交付を受

けていないもの又は受ける見込みがないものに限る。）とする。 

２ 補助対象経費の額について、仕入税額控除（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係

る消費税額として控除することができる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額をいう。以下同

じ。）が含まれる場合は、当該仕入税額控除は、控除する。 

 



 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、予算の範囲内において、補助対象経費の額に３分の２を乗じて得た

額（その額に１,０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を超えない

範囲で区長が定める額とする。 

 （交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、補助対象となる移動システム等の整備等に着

手する前に、足立区バリアフリー環境整備促進事業（移動システム等整備費）補助金交付

申請書（別記様式第１号）を区長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 （１） 補助対象事業実施計画（報告）書（別記様式第２号） 

 （２） 足立区バリアフリー環境整備促進事業（移動システム等整備費）収支予

算（決算）書（別記様式第３号） 

 （３） 補助対象事業の実施に要する経費に係る見積書の写し 

 （４） 建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト 

 （５） 補助対象事業に係る建築物（以下「補助対象建築物」という。）及び外溝工事等

の付近の見取図 

 （６） 補助対象建築物の配置図（縮尺、方位、敷地の境界線及び敷地内における建築物の

位置が分かるもの）及び平面図（縮尺、方位、間取り、各室の用途並びに主要部分の位置

及び寸法が分かるもの） 

 （７） 法及び東京都福祉のまちづくり条例（平成７年東京都条例第３３号）に基づいて

整備を行う部分の詳細図 

 （８） 補助対象建築物の所有者を確認することができる書類 

 （９） 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

３ 補助金の交付を受けようとする者は、第１項の規定による申請の時において補助対象事

業に係る仕入税額控除の額が明らかでないときは、第５条第２項の規定にかかわらず、仕

入税額控除の額に相当する額を含む補助対象経費の額をもって算出した補助金の額（以下

「仕入税額控除の額を含む額」という。）の交付を申請することができる。この場合にお

いて、当該仕入税額控除の額を含む額は、補助金の額を限度とする。 

 （交付の決定及び通知） 

第８条 区長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、速やかに、その内容を審査

し、補助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付を行うことと決定したときは足立区バリアフリ

ー環境整備促進事業（移動システム等整備費）補助金交付決定通知書（別記様式第４号）

により、交付を行わないことと決定したときは足立区バリアフリー環境整備促進事業（移

動システム等整備費）補助金交付申請却下通知書（別記様式第５号）により、申請者にそ

の旨を通知するものとする。 

３ 区長は、前条第３項の規定による申請があった場合は、第５条第２項の規定にかかわら

ず、仕入税額控除の額を含む額の範囲内で補助金の交付の決定をすることができる。 



 （補助対象事業の着手） 

第９条 前条第２項の補助金交付決定通知書を受け取った者（以下「補助対象者」とい

う。）は、当該通知書を受け取った後、速やかに、補助対象事業に着手するものとする。  

２ 補助対象者は、補助対象事業に着手したときは、直ちに、足立区バリアフリー環境整備

促進事業（移動システム等整備）着手届出書（別記様式第６号）を区長に提出しなければ

ならない。 

３ 前項の届出書には、補助対象事業に係る請負契約書の写しを添付しなければならない。 

 （軽微な変更） 

第１０条 補助対象事業に係る規則第１０条に規定する区長の定める軽易な変更は、補助対

象経費の額の変更又は補助対象事業の完了年月日の変更（当該年度において完了しない場

合に限る。）以外の変更とする。 

 （実績報告） 

第１１条 補助対象者は、補助対象事業が完了した日から起算して３０日を経過する日又は

第８条第１項の規定による補助金の交付の決定のあった日の属する年度の３月３１日（補

助対象事業が完了している場合に限る。）のいずれか早い日までに、足立区バリアフリー

環境整備促進事業（移動システム等整備費）実績報告書（別記様式第７号）を区長に提出

しなければならない。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 （１） 補助対象事業実施計画（報告）書（別記様式第２号） 

 （２） 足立区バリアフリー環境整備促進事業（移動システム等整備費）収支予算（決

算）書（別記様式第３号） 

 （３） 補助対象事業に係る請負契約書の写し（当該契約に変更があった場合に限る。） 

 （４） 補助対象事業の成果を示す資料等（工事写真、図面等）  

 （５） 補助対象事業の実施に要した経費に係る請求書又は領収書の写し 

 （６） 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

３ 補助対象者は、第８条第３項の規定による補助金の交付の決定を受けた場合は、第１項

の規定による報告に際し、補助対象経費の額から当該報告の時点で明らかになっている補

助対象事業に係る仕入税額控除の額（第１４条第１項において「実績報告控除税額」とい

う。）に相当する額を控除して得た額（当該交付の決定に係る補助金の額を限度とす

る。）を精算額として報告しなければならない。 

４ 補助対象者は、当該年度の３月３１日までに補助対象事業が完了しなかったときは、足

立区バリアフリー環境整備促進事業（移動システム等整備費）収支予算書進捗状況報告書

（別記様式第８号）に同日までの補助対象事業の進捗の状況が分かる設計図書、出来高の

算定の基礎となる資料等を添付して、これらを当該年度の翌年度の４月３０日までに区長

に提出しなければならない。 

 （補助金の額の確定及び通知） 

第１２条 区長は、第８条の規定により補助金の交付の決定をした補助対象事業について前

条の規定による報告があったときは、当該報告の審査及び必要に応じて現地調査を行い、



交付すべき補助金の額を確定するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の額を確定したときは、足立区バリアフリー環境整備

促進事業（移動システム等整備費）補助金確定通知書（別記様式第９号）により、申請者

にその旨を通知するものとする。 

 （補助金の支払） 

第１３条 補助金は、前条第１項の規定により補助金の額を確定した後に支払うものとす

る。 

２ 補助対象者は、補助金の支払を受けようとするときは、請求書兼口座振替依頼書（別記

様式第１０号）を区長に提出しなければならない。 

 （補助対象事業に係る仕入税額控除の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 補助対象者は、第１１条第１項の規定による報告をした後に消費税及び地方消費

税の申告により仕入税額控除の額が確定した場合において、その額が実績報告控除税額を

超えるときは、速やかに、足立区バリアフリー環境整備促進事業（移動システム等整備

費）事業仕入税額控除確定報告書（別記様式第１１号）により、その旨を区長に報告しな

ければならない。 

２ 区長は、前項の規定による報告があったときは、規則第１８条第２項の規定より、補助

対象者に対し、補助金の返還を命ずるものとする。 

   付 則（２足都都発第３２４２号、令和３年３月３１日、区長決定） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   付 則（４足都都発第２５７３号、令和４年１０月２０日、区長決定） 

 この要綱は、令和４年１０月２０日から施行する。 

 


